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経済･金融フラッシュ 

マネーサプライ統計（4/10 日公表）によれば、3月の M2+CD は前年比 2.2％、広義流動性

は 3.1％となった。M2+CD は 2％近辺で緩やかに上昇、広義流動性は伸び率が緩やかに落ち

ている動きが続いている。 

金融市場の混乱が続いており、投資信託から安全資産である定期預金などの準通貨への

シフトが継続。投資信託の伸び率は、8月から 8カ月連続低下、一方、準通貨は 6ヶ月連続

伸び率増加となっている（図表 1.2）。 
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（図表1）　マネーサプライの動き （図表2）　投資信託の動き
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2．貸出動向：足元運転資金需要増加で貸出伸び率高まる 

日本銀行が 4 月 10 日に公表した貸出・資金吸収動向等によると、3 月の総貸出（平残、

銀行・信金計）は前年比 1.1％（26 カ月連続のプラス）と緩やかな増加を続けている（図

表 3､4）。 

 2、3 月は資源高による運転資金需要から伸び率が高まっている（図表 6）。 

 今後については、景気情勢から判断して貸出も鈍化する方向だろう。 
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原材料価格の高騰に建築基準法・貸金業法の法改正に伴う影響なども重なり、倒産件数

も零細・中小企業を中心に増加傾向が続いている。中小企業の資金繰りも悪化しており、

貸出が中小企業を中心にタイトとなるリスクは引き続き高いといえよう（図表 7､8）。 

 なお建築基準法の影響で個人向け住宅ローンの減少も懸念されるが、現段階まで影響は

ないようだ（図表 5）。 
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（図表3）　貸出動向
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（前年比、％） （図表5）　貸出先別貸出金
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（図表6）　設備・運転資金の動き（前年比、％）

 

（図表7）　資金繰り判断DI(全産業）
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（資料）日本銀行「企業短期経済観測調査」 （年）
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（図表8）　倒産件数の推移（件数） （件数）

(年/月）
（注）中小・零細企業とは、負債額別　５０００万円以上１億円未満
（資料）帝国データバンク  
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